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加齢による認知機能の変化が
高齢者の ICT機器を用いた就労への意欲に及ぼす影響

緒方 啓史1,2,a) 上田 一貴2 須藤 智3 熊田 孝恒4 伊福部 達2
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概要：本研究の目的は，高齢者の ICT機器を用いた仕事への就労意欲に影響を及ぼしている要因を明らか
にし，ICT機器を用いた仕事への就労意欲を高める工夫について考察することである．そのために，就労
している 209名の高齢者の認知機能，ICT機器の利用状況，および就労意欲を調査した．このデータに基
づき，ICT機器を用いた就労意欲が，ICTリテラシや認知機能に影響されるという仮説を構造方程式モデ
リングにより検討した．その結果，ICT機器を用いた仕事への就労意欲は，ICT利用経験に大きく影響さ
れること，および加齢によりタスクスイッチング機能が低下した人ほど ICT利用経験が低い傾向にあるこ
とが示唆された．これらの結果をふまえ，タスクスイッチング機能の低下を補償する ICTデザインの必要
性を考察した．
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Abstract: The purpose of this study is to clarify factors that affect older adults’ willingness to work with
ICT. Cognitive abilities, ICT literacy, and willingness to work of 209 older adults were assessed. A model
that hypothesized relationships between these variables was evaluated by SEM (Structural Equation Model-
ing). As a result, it was found that willingness to work with ICT is affected by ICT literacy. In addition, it
was also found that ICT literacy is affected by age-related decline of task-switching ability. On the basis of
these results, importance of ICT design that compensates task-switching ability was discussed.
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1. はじめに

日本は世界に先駆けて著しい少子高齢化を迎えている．

2005年に 20.2%だった高齢化率（全人口に占める 65歳以上
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の人口の割合）は，2055年には 40.5%になると推定されて

いる [1]．特に，高齢者 1人を支える生産年齢人口（15歳～

64歳の人口）は，2009年の 2.8人から，2055年には半分

以下の 1.3人に落ち込むと予想されており，日本は，まさ

に労働経済上の危機に直面している．この状況への対策

として，国は，高齢者の定年を引き上げることにより労働

力を確保しようとしている [2]．それと同時に，国は情報

通信技術（Information and Communication Technology:

ICT）を利用することによる持続的な経済，産業の成長を

目指している [3]．これらの方針からは，高齢者が就労する

場面において，ICT機器を活用しながら業務を執り行う可
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能性が示唆される．

しかしながら，高齢者が ICT機器を利用する際には，「使

い方が分からない」，「操作を覚えるのが大変」といった困

難に直面することが多い．そのため，ICT機器への苦手意

識から，ICT機器を用いた仕事への就労を敬遠する高齢者

も少なくない．したがって，今後，情報化の進んだ職場に

おける高齢者の就労がスムーズに進むためには，ICT機器

を用いた就労環境が改善される必要あるだろう．

そこで本研究では，高齢者の ICT機器を用いた仕事への

就労意欲に影響を及ぼしている要因を明らかにし，ICT機

器を用いた仕事への就労意欲を高める工夫について考察す

る．高齢者の就労を促進する要因は，年金制度等の社会保

障制度や賃金，労働組合といった労働条件から，職業経歴，

健康，生きがい，社会参加といった非経済的な要因まで多

岐にわたって検討されている [4], [5], [6], [7]．本研究では，

高度に情報化された社会の中で，ICT機器という道具との

かかわりが就労にどのような影響を及ぼすのかに焦点を当

てる．

2. 加齢による認知機能の低下が ICT機器の利
用に及ぼす影響

日本における高齢者の ICT機器利用率は，近年，上昇し

ているものの，若年者と比べると低い水準にある [3]．同

じ傾向は，韓国，シンガポール [8]，アメリカ [9]，イギリ

ス [10], [11]で報告されており，高齢者が ICT機器の利用

を困難だと感じている現状は，地域・社会・文化にかかわ

らない一般的な現象であることが示唆される．また，高齢

者による職場での ICT機器の利用率が若年者に比べて低

いことも報告されており [12], [13]，それが，高齢者の仕

事のパフォーマンスを損なっていることも確認されてい

る [14], [15], [16]．

このような中，最近になって，加齢にともなう認知機能

の機能低下が，日常，業務場面のそれぞれで利用される

ICT機器利用の困難の原因であることが指摘されている．

日常場面での ICT機器について，たとえば，Ogataら [17]

は，日常的に利用する介護予防の情報通信サービスの端末

の操作を高齢者と若年者で比較したところ，ボタン押しの

回数や操作時間の長さの感じ方がそれぞれで異なること，

および高齢者だけが陥るエラー操作があったことを報告し

ている．この結果から，加齢にともなう認知機能の特性変

化が，ICT機器の利用に影響を与えていることが示唆され

る．さらに，高齢者が日常に利用する ICT機器（デジタ

ルラジオ [18]，インターネット [19]，自動電話予約システ

ム [20]）の操作時間やエラー率が認知機能検査の得点と相

関することから，高齢者が ICT機器を日常で利用する際に

直面する困難さには，加齢にともなう認知機能の低下が影

響していると考えられている．また，日常での ICT機器

の利用だけでなく，就労場面での ICT機器についても同様

に，認知機能が低下した際に，仕事にどのような影響が表

れるのかが検討されている．就労作業においては，日常で

の ICT機器利用よりも効率性と正確性が求められ，日常生

活とは異なる態度で ICT機器を利用していると考えられ

る．Birdiら [21]の研究によると，コンピュータを使った

実際の就労現場において，高齢者は手慣れたルーチン作業

であれば若年者と変わらなく実施できるが，作業内容が高

度な認知的課題になった場合は，エラーが多くなることが

報告されている．Ownbyら [22]は，コンピュータを使った

データベース検索，会計処理といった実際の職場で行われ

ている作業に認知機能が大きく関わっていること．そして

それらの作業成績が，年齢とともに低下することを示して

いる．専門的な業種においては，たとえば，Taylorら [23]

は，パイロットが飛行中に管制官からの指示を受け，それ

を実行する ICT機器を用いた一連の作業の精度が加齢に

よる認知機能の低下に影響されることを報告している．こ

れらの研究は，高齢者の就労場面での ICT機器を利用した

作業のパフォーマンスに，加齢にともなう認知機能の低下

が大きく影響していることを示している．

以上のように，高齢者の日常場面，就労場面での ICT機

器の利用のパフォーマンスには，加齢にともなう認知機能

の低下が負の影響を与え，これが ICT機器の操作における

困難に密接に関連していることが示唆される．このことか

ら，高齢者の就労場面での ICT機器の操作の困難さを低

下させる方法の 1 つとして，加齢による認知機能の低下

と ICT機器の操作の関係性を調べ，その結果に基づいて，

ICT機器のインタフェース・デザインを高齢者向けに設計

し直すことが考えられる [24]．すなわち，どの認知機能の

低下が ICT機器を用いたどのような作業に影響するのか

を知ることができれば，その作業を実施するインタフェー

スを，低下した認知機能を補償するようにデザインし直す

ことができると考えられる．

ICT機器の操作と加齢による認知機能の低下の関連に注

目するとき，いかなる認知機能を取り上げるかが問題とな

る．熊田ら [25]は，ICT機器において利用者がたどる認知

過程を理解するための仮説モデルを提案している．この仮

説モデルは，人間の行為のプロセスを図式化した Norman

の 7段階モデル [26]を土台として，そこに加齢により低下

する認知機能をあてはめた構造になっている．この仮説モ

デルに従い，駅の自動券売機 [27]，テレビのリモコン [28]

についてそれぞれの機器のデザインと加齢による認知特性

の関係を検討したところ，ICT 機器のデザインを高齢者

向けに改善するための情報を得られたことが報告されてい

る．以上より，この仮説モデルは，ICT機器のデザインを

高齢者向けに改善するための最適なフレームワークである

と考えられる．

この仮説モデルにおいては，ICT機器を利用する際に使

われる認知機能として，作動記憶機能，視覚的注意機能，
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遂行機能の 3機能が取り上げられ，それぞれの認知機能が

ICT機器を用いた特定の作業の実施に影響を与えるとされ

ている．

作動記憶は，一時的な記憶保持をつかさどる機能であ

る [29], [30]．作動記憶の容量は，加齢にともない減少する

ことが報告されている [31]．特に加齢にともない複数の作

業を同時に行う際の作動記憶への負荷が増大する [32]．こ

れは，並列的な認知処理においては，処理資源がそれぞれ

の作業に配分されること，およびその資源の全量が加齢に

ともない減少するためだと考えられている．視覚的注意

は，作業課題に関連した情報のみを認識し，それ以外の無

関係な情報を無視する機能であり，加齢にともない低下す

る [33]．遂行機能とは，何らかの作業を行う際に，目標を

設定し，計画し，実施し，結果を確認するという心的な活

動を生み出すために必要な機能（プランニング機能）と，

複数の作業を連続的に実施する際に，変化する作業内容に

応じて，作業の目標やルール等が準備された心の状態（以

降，“かまえ”と表現する）を切り替える機能（タスクス

イッチング機能）の 2種類で構成される．タスクスイッチ

ング機能もまた，加齢とともに低下することが報告されて

いる [34]．

ICT機器は，たとえば鉛筆のような単機能の道具とは異

なり，多くの機能を状況に応じて使い分ける道具であるた

め，1つの仕事を完了するまでに多くの作業を細かく切り

替えながら利用するという特徴がある．たとえば，「パソ

コンで電子メールを送る」ためには，パソコンの画面から

適切なアイコンを探して電子メールのアプリケーションを

起動する，メールを作成する画面を呼び出す，送信先のア

ドレスを入力する，メールの文章を入力する等々，といっ

た一連の作業が必要である．このように，ある作業から別

の作業に移行する際，作業者はそれまで実施していた作業

の目標やルールに対する “かまえ”から新しい作業の目標

やルールに対する “かまえ”に切り替えなくてはならない．

この “かまえ”の切替えにはタスクスイッチング機能が使

われる．したがって，ICT 機器を利用する多くの状況に

おいて，タスクスイッチング機能が利用されると考えられ

る．実際に，緒方ら [35]は，高齢者による ICT機器を用い

たビルの中央監視業務において，多くの操作プロセスでタ

スクスイッチング機能の低下した群の反応時間が増大した

ことを報告している．さらに，原田ら [36]は，高齢者が機

器を操作する際，間違った操作を繰り返して実行する「エ

ラー反復」が起こることを報告し，この現象の原因として，

抑制機能の低下に基づくメカニズムを提案している．つま

り，抑制機能の低下により，1度エラーを起こした操作過

程を抑制できずに同じ操作を繰り返してしまうという．抑

制機能は，タスクスイッチングにおいても，心的なかまえ

を切り替える際に，以前のタスクに関連した “かまえ”を

抑制するために使われる．したがって，エラー反復は，タ

スクスイッチング機能とも密接に関連する現象であると考

えられる．

以上の認知機能が ICT利用に影響することは，先行研究

において，すでにある程度明らかになっている．たとえば，

作動記憶，選択的注意，タスクスイッチングといった認知

機能の低下にともない，デジタルラジオ，電子レンジ，コ

ンピュータといった ICT機器の利用における操作時間の

遅延の出現頻度，エラーの頻度が高くなる，あるいはそれ

らの機器の利用頻度や利用経験が低下するといった現象が

確認されている [37], [38], [39], [40]．さらに，これらの知

見に基づき，認知機能の低下を補うような ICT機器デザイ

ンが試みられている．しかし，現状は特定の機器や作業に

ついてケーススタディを積み上げている段階にあり，多種

多様な ICT機器に対して共通して対策を施せるような汎

用性の高い知見は得られていない．そのため，先行研究で

得られた発見は，いまだ産業に広く応用されるには至って

いない．そこで，本研究では，就労作業において最も一般

的と思われる ICT機器を用いた作業として，パーソナル・

コンピュータを用いた文書作成，表計算，インターネット

の利用等に注目し，高齢者の認知機能との関係を調べる．

これにより，現在，就労作業に一般的に使われる ICT機器

のインタフェース・デザインについて共通した改善点を見

出すことが期待できる．

また，これまで高齢者を対象とした研究においては，介

護度の高い人々の医療や健康福祉の問題が取り上げられる

ことが多く，実際に働いている健常な高齢者の認知機能が

クローズアップされることはほとんどなかった．そこで本

研究では，現在，就労している高齢者を対象に調査を実施

する．なお，ここでは，就労と加齢との関わりを考えるう

えで，WHOによる 65歳以上という「高齢者」の定義によ

らず，労働市場において高年齢者といわれる 60歳以上を

対象とする．

まとめると，本研究では，高齢者の ICT機器を用いた仕

事への就労意欲に影響を及ぼしている要因を明らかにする

ことを目的として，高齢者の認知機能，ICT機器の利用状

況，および就労意欲について調査を行う．まず，ICT機器

を用いた就労意欲が，ICTに関する知識や利用経験に影響

されるという仮説モデルを検討する．さらに，そのモデル

に認知機能の要因を加え，ICT機器の利用と就労意欲にど

のように関わっているのかを検討する．最後に，そのほか

に就労，ICT利用，認知機能に影響すると思われる年齢，

性別，活動度，教育年数といった個人の属性にかかわる諸

要因を加えたモデルを作成する．これらの結果から，高齢

者の就労を支援する ICT機器のデザインの改善方法につ

いて考察する．
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3. 方法

3.1 調査参加者

東京都内の 2つの区のシルバー人材センターに依頼し，

高齢者 209名（男性 104名，女性 105名，平均年齢 69.02歳，

標準偏差 5.15歳）の協力を得た．就労している 60歳から

79歳までの健常な高齢者を参加者とした．全員，シルバー

人材センターの斡旋の下，日常的に何らかの就労作業に従

事しており，大きな障害や病気はなく，また視力（または

矯正視力）にも問題はなかった．なお，本研究は東京大学

の倫理委員会で承認を受けて実施された．

3.2 調査手順

調査は 2010年 3月および 6月の 2回に分けて実施され

た．静かな室内に 1 度に 10～20 名の参加者が集められ，

同意書に記入した後，就労や ICTリテラシに関する質問

紙に回答した．次いで，参加者は，質問紙形式の認知機能

検査（産総研式認知的加齢検査（AIST-CAT）[41]）を受

けた．認知機能の検査においては，実験者がマニュアル

（AIST-CATマニュアル）に基づき，口頭で説明した後，参

加者は決められた制限時間内にボールペンを用いて質問用

紙に記入する形で各課題に回答した．すべての参加者は約

1時間でこれらの質問紙への回答を完了させた．

3.3 材料

3.3.1 産総研式認知的加齢検査（AIST-CAT）

一般に認知機能検査にはMMSE（Mini Mental State Ex-

amination）[42]が用いられることが多いが，本来，認知

症の指標として用いられる検査であるため，本研究が対象

にするような健常な高齢者においては，検査得点の分布が

満点近くに集中してしまい機能評価には適さないことが確

認されている [40]．そこで本研究では，産総研式認知的加

齢検査（AIST-CAT）[41]を利用した．これは健常な高齢

者の加齢による認知の低下を測定するために開発された

質問紙形式のテストである．AIST-CATには，8つの認知

機能を測定する課題が含まれているが，本研究では，須藤

ら [40]の先行研究において ICT機器との関係が示された 3

つの機能（作動記憶課題，視覚的注意課題，プランニング

課題）に，新たにタスクスイッチング課題を加えた 4つを

用いた．各々の認知機能課題を採点し，あらかじめ測定さ

図 1 産総研式認知的加齢検査のタスク例

Fig. 1 Examples of tasks of AIST-CAT.

れた 308名の標準データに照らして z値を計算し，それぞ

れの認知機能の能力を表す変数とした．

AIST-CATの課題内容を図 1 に示す．作動記憶課題で

は，与えられたひらがなの鏡文字を空欄に記入することが

求められた．この課題では，与えられたひらがな文字を作

業記憶内に保持し，それを心の中で操作して鏡映文字像を

思い浮かべる必要がある．視覚的注意課題では，たくさん

の図形の中から，指定された形・向きの図形をできるだけ

多く見つけることが求められた．この課題では，妨害刺激

を無視し，目標刺激のみに注意を向ける必要がある．タス

クスイッチング課題では，左右に並んだ 1桁の数字のうち，

どちらか一方を指示に従ってできるだけ早く選ぶことが求

められた．指示は真ん中の漢字 1文字で表され，「形」は

大きく印刷された数字，「数」は数値の大きな数字を選ぶこ

とを指示していた．この課題では，「形」と「数」のどち

らかの選択ルールが示されるたびに，必要に応じて “かま

え”を切り替える必要がある．プランニング課題では，「知

人に封書で手紙を出す」という最終的な目標が与えられ，

「本文を書き終えた」ところから「ポストに投函する」ま

での間にしなくてはならない行動を，できるだけ詳細に記

載することが求められた．さらに，AIST-CATには参加者

ごとの回答用紙に記入する速さだけを測定する「丸付け課

題」があり，この課題成績により個々の参加者の運動能力

を測定した．これらの課題により，運動能力の差を考慮し

たうえで，作動記憶機能，視覚的注意機能，タスクスイッ

チング機能，プランニング機能をそれぞれ評価した．

3.3.2 ICTリテラシ

参加者の ICT機器の利用状況を調べるために，ICT関連

知識，ICT利用経験について質問項目を作成した．また，

参加者の ICTに対する態度を測定するために，愛教大コン

ピュータ不安尺度（Aikyodai’s Computer Anxiety Scale:

ACAS）[43]を用いた．以上の ICT関連の 3指標をあわせ

て，ここでは ICTリテラシと呼ぶことにする．

ICT関連知識は，コンピュータやインターネットを使用

する中で見聞きする専門用語について尋ねた．参加者の中

には，コンピュータを日常的に使っている人や，あまり触

れたことのない人がいることが予想されたため，マウス，

キーボードといった，コンピュータに触れる際に何度も見

聞きすると考えられる用語から，CPU（中央演算装置）や

IPアドレスといった，単にコンピュータを利用するだけで
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図 2 それぞれの ICT 関連の用語を知っていた参加者の割合

Fig. 2 Percentage of participants who know each ICT-related

word.

図 3 各項目のコンピュータ作業を経験したことのある参加者の割合

Fig. 3 Percentage of participants who have ever experienced

each computer usage.

あれば知らなくても問題ない用語まで 16項目（図 2）を

作成し，「知っている」「知らない」の 2択で回答を求めた．

回答は集計し 16点満点で参加者の ICT関連知識の測度と

した．

ICT利用経験は，「パソコンで文章を作成したことがあ

る」等の PCやインターネットにかかわる 11項目に「は

い」，「いいえ」で回答を求め，11点満点で集計した（図 3）．

愛教大コンピュータ不安尺度（以降，ACASと略す）は，

オペレーション不安，テクノロジ不安，接近願望の 3つの

下位項目を持つ 21項目からなる尺度であった．オペレー

ション不安はコンピュータとの直接的な積極や操作にかか

わる緊張や不安，テクノロジ不安はコンピュータのもたら

す負の社会的影響への恐れや伝統への愛着，接近願望はコ

ンピュータの正の評価や学習意欲およびその欠如としての

コンピュータ回避傾向を反映した項目群であった．これら

の設問に「とてもそう思う」から「まったく思わない」ま

での 5件法のリッカートスケールで回答を求めた．

3.3.3 都老研式活動能力指標（TMIG Index of Com-

petence）

参加者の日常の活動能力を測定するために，都老研式活

動能力指標（以降，TMIGと略す）[44]を用いた．これは，

高齢者の自立した生活のための活動能力を測定するため

に，Lawtonの活動能力の体系 [45]に準拠して開発された

13項目からなる尺度であり，「自分で食事の用意ができま

すか」といった設問による手段的自立，「新聞を読んでいま

すか」という設問による知的能動性，「家族や友達の相談

にのることがありますか」といった設問による社会的役割

の 3つの下位尺度で構成されていた．各項目の「はい」を

1点，「いいえ」を 0点として集計した．

3.3.4 就労意欲に関する質問項目

参加者の就労についての考え方を知るために 2つの項目

を質問紙に加えた．「できることなら仕事はもうしたくな

い」，「パソコンを使った仕事がしたい」という設問に対し

「とてもそう思う」から「まったく思わない」までの 5件

法のリッカートスケールで回答を求めた．前者は逆転項目

としたときに就労意欲の度合いを測定していると考えられ

る．後者は，ICT機器を利用した就労意欲の度合いを測定

していると考えられる．そこで，それぞれ就労意欲，PC

就労意欲と名付けた．これらの設問は 66名の参加者（男

性 29名，女性 37名，平均年齢 69.57歳，標準偏差 4.88歳）

から回答を得た．

4. 結果

4.1 プロフィール（属性）の評価

本研究の参加者は，就労している高齢者であった．そこ

でまず，参加者の属性情報として，TMIG（表 1），ICT関

連知識および ICT利用経験（表 2），ACAS（表 3）の平

均および標準偏差を年齢層・性別に示した．

次いで，これらの属性情報を先行研究と比較評価した．

TMIGの平均得点は，古谷野らの先行研究 [44]の値（表 4）

と比較した．この比較対象データは，1993年に日本全国か

ら集められた 1,809名のサンプルによるもので，日本の高

齢者の標準データとされている．対応する年齢層の TMIG

総合得点を t検定にかけた結果，すべての性別，年齢層に

おいて本研究の参加者の平均得点が上回っていた（いずれ

も 1%有意水準）：男性・65–69歳（t(348) = 3.09）；男性

70–74歳（t(257) = 11.46）；男性 75–79歳（t(152) = 8.80）；

女性 65–69歳（t(386) = 45.24）；女性 70–74歳（t(323) =

25.63）；女性 75–79歳（t(232) = 21.64）．この結果から，

本研究の参加者は，全国標準より活動度が高いことが確認

された．

ICT関連知識の項目ごとに，その ICT関連用語を知っ

ていた参加者のパーセンテージを図 2 に示した．同様に，

ICT利用経験の各項目を経験したことがある参加者のパー

センテージを図 3 に示した．ICT利用経験の中の「イン

ターネットでホームページを見たことがある」のパーセン

テージは，60–64歳で 87.8%，65–69歳で 62.8%，70–74歳

で 59.6%，75–79歳で 34.9%であった．これに対して，2009

年通信利用動向調査によると，インターネットを利用する高

齢者の割合は 60–64歳で 71.6%，65–69歳で 58%，70–79歳

で 32.9%であり [3]，いずれも本研究での利用率が上回って

いた．また，調査後のインタビュにおいて，一部の参加者
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表 1 TMIG の年齢・性別ごとの平均得点と標準偏差

Table 1 Mean scores and standard deviations of TMIG by gender and age.

表 2 ICT関連知識および ICT利用経験の年齢・性別ごとの平均得

点と標準偏差

Table 2 Mean scores and standard deviations of ICT-related

knowledge and ICT-related experience by gender and

age.

から得られた「シルバー人材センターから，コンピュータ

を用いた仕事を選んで回してもらっている」という発話か

ら，本研究の参加者の中には ICT機器を仕事に利用してい

る人々がいることが確認できた．

高齢者のコンピュータ不安をACASにより評価したデー

タは，佐藤の先行研究 [46] 以外に見当たらなかった．そ

こで，本研究における ACASの各項目の平均得点を佐藤

の先行研究データと比較した．佐藤は，2006年から 2007

年にかけて 18名のコンピュータ利用経験のない高齢女性

（60–72歳）のコンピュータ不安を ACASによって測定し，

オペレーション不安 19.33（標準偏差 0.93），テクノロジ不

安 18.89（1.67），接近願望 20.17（1.16），総合得点 58.39

（2.81）と報告している．対応する各項目との t検定の結

果，これらの平均得点と本研究の結果の間に有意な差は

見られなかった．ただし，佐藤のデータは，意図的にコン

ピュータ利用経験のない者を選抜して対象としているこ

と，および年齢幅が 60–72歳と本研究より狭くかつ若いと

推測できることから，この比較結果は参考にとどめ，考察

は行わない．

4.2 仮説モデルの検討

まず，就労意欲に関する追加設問に回答した 66名のデー

タを対象に，就労意欲と ICTリテラシのかかわりについて

検討した．PC就労意欲は，当然ながら全般的な仕事に対す

る就労意欲に含まれると考えられる．また，ICT機器を用

いた仕事にはある程度の ICTリテラシが要求されることか

ら，PC就労意欲には ICTリテラシが影響を与えると考え

られる．そこで，以上の大まかな関係性を仮定して，構造方

程式モデリング（SEM）[47]により妥当性の高いモデルを

検討したところ，図 4 を得た．適合度は，CMIN/DF (chi

square/degree of freedom ratio) = 0.922，GFI = .970，CFI

= 1.000，RMSEA = .000であった．CMIN/DFは 0に近

いほど良いとされ，2以下が妥当とされる [48]．GFIおよ

び CFIは，0.9以上が要求される [49], [50]．また RMSEA

は 0.05以下が良好なモデル [51]であり，一般に 0.1以下が

受け入れ可能とされている．したがって，これはすべての

指標が基準を満足する非常に良いモデルといえる．また，

すべてのパスは有意であった（p < .05）．この結果から，

PC就労意欲は，ICTリテラシおよび就労意欲により影響

を受けるという大枠の仮定が支持されたといえよう．

次に，就労意欲と ICTリテラシとの関係性において，認

知機能がどのようにかかわるのかを検討した．熊田ら [25]

の仮説によると，作動記憶，注意機能，遂行機能が，独立し

て並列に ICT機器の利用に影響する．そこで，図 4 のモ
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表 3 ACAS の年齢・性別ごとの平均得点と標準偏差

Table 3 Mean scores and standard deviations of ACAS by gender and age.

表 4 古谷野ら [44] による年齢・性別ごとの IMIG 平均得点と標準

偏差

Table 4 Mean scores and standard deviations in the previous

study by Kayano et al. [44].

図 4 就労意欲と ICT リテラシとの関わりのモデル

Fig. 4 A model of relationships between willingness to work

and ICT literacy.

図 5 認知機能が並列に ICT 利用経験に影響すると仮定した場合の

モデル

Fig. 5 A model in hypothesis that cognitive functions indepen-

dently affect ICT-related experience.

デルを基礎にして，ICTリテラシの諸変数に 4つの認知機

能が独立して影響する構造を仮定して，最もあてはまりの

良いモデルを検討したところ図 5 を得た．しかしながら，

適合度指標は，CMIN/DF = 2.909，GFI = .806，CFI =

.730，RMSEA = .171と，基準を満たす指標が 1つもなく，

妥当ではないことが示された．また，ICT利用経験とタス

クスイッチングとの間のパスは有意であった（p < .05）も

のの，その他の認知機能との間のパスは有意ではなかった

［プランニング（p = .946），作動記憶（p = .392），視覚的

注意（p = .216）］．

そこで，唯一有意な影響を示したタスクスイッチングと

ICT利用経験の関係を残し，残る 3つの認知機能が及ぼす

影響のパスを検討した．タスクを切り替えるには，タスク

に必要な記憶を保持し，タスクの切替えを示すキューに注
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意を向ける必要がある．したがって，タスクスイッチング

には作動記憶と注意機能が影響すると考えることができる．

また，プランニングはタスクスイッチングと同様，遂行機

能に位置づけられるため，他の機能との関係性も似ている

と仮定できる．そこで，タスクスイッチングが直接 ICT利

用経験に影響を与え，作動記憶と注意機能がタスクスイッ

チングまたはプランニングを介して間接的に ICT利用経

験に影響を与えるというモデルを仮定し，SEMにより検

討したところ，図 6 が最もよく適合した．適合度指標は，

CMIN/DF = 1.440，GFI = .888，CFI = .940，RMSEA

= .082であった．GFIがわずかに基準を満たしていない

が，その他の指標は基準を満足しており，一定の妥当性が

あると判断できよう．また，すべてのパスが有意であった

（p < .05）．これにより，ICT機器の利用経験はタスクス

イッチング機能から直接の影響を受けること，また作動記

憶，注意機能がタスクスイッチングを介して間接的に ICT

利用経験に影響を与えることが示唆された．さらに，プラ

ンニングとタスクスイッチングには有意な相関があるが，

両者を比較したとき，ICT利用経験への影響が高いのはタ

スクスイッチングであることも示唆された．

最後に，PC就労意欲，ICTリテラシ，認知機能に対し

て，年齢，教育年数，運動機能がどのように影響している

のかを調べた．日常の活動度の影響を調べるために TMIG

を加えることも検討したが，高得点側に分布が偏り正規分

布していなかったため分析から外した．図 6 に上記の変数

を加えて SEMにより検討したところ，図 7 が得られた．

適合度指標は，CMIN/DF = 1.138，GFI = .881，CFI =

図 7 高齢者の ICT 機器を用いた就労への意欲の要因モデル

Fig. 7 A factor model of older adults’ willingness to work with ICT.

.970，RMSEA = .046であった．GFIがわずかに基準を下

回ったものの，それ以外の指標は基準を満足していること

から，得られたモデルには一定の妥当性があることが示さ

れた．また，すべてのパスは有意であった（p < .05）．

性別により，教育年数，運動能力，認知機能，ICTリテ

ラシ，および就労意欲が異なる可能性は十分に考えられる．

そこで，性別を独立変数として，上記の諸変数を従属変数

図 6 就労意欲，ICT リテラシ，および認知機能の関係モデル

Fig. 6 A model of relationships between willingness to work,

ICT literacy, and cognitive functions.
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とする分散分析を行った．その結果，教育年数は男性が有

意に長く（F (1, 207) = 10.36, p = .001），ICT関連知識と

ICT利用経験については，男性の得点が高かった（それぞ

れ，F (1, 207) = 11.15, p = .001; F (1, 207) = 13.07, p =

.000）．一方，運動能力，認知機能，就労意欲に関しては

有意な差は観察されなかった．これらの関係は，すべてモ

デル（図 7）における教育年数，ICT関連知識，ICT利用

経験のパスと矛盾しない．したがって，男性は女性より教

育年数が比較的長いという傾向を条件に加えたうえで，得

られたモデルは性差によらない関係を説明しているといえ

よう．

5. 考察

本研究は，現在，就労している高齢者を対象に，ICT機

器を用いた仕事への就労意欲に，ICTリテラシや加齢によ

る認知機能の変化がどのように関係しているのかを明らか

にし，ICT機器を含む職場の環境をデザインし直すことに

より高齢者の就労を支援することが可能かどうか検討する

ことを目的とした．

TMIGやインターネット利用経験の平均値を全国の標準

データと比較した結果から，本研究の参加者の活動能力や

ICTリテラシが比較的高いことが示された．さらに，調査

後のインタビュにおいても，一部の参加者がコンピュータ

を用いた作業を選んで仕事をしている状況が明らかになっ

た．以上より，本研究の参加者には，高齢者の中でもPCを

用いた就労に対応できる人々が含まれており，コンピュー

タを用いた就労意欲に関して現実に即したデータが得られ

たと考えられる．

SEMの結果からは，まず，就労意欲と PC就労意欲が異

なる要因に影響されていることが示唆された．就労意欲に

注目すると，運動機能から正の影響を受けていた．ただし，

ここでの運動機能は，質問紙に書き込む速さから測定され

たものであり，一般的な運動能力を表しているわけではな

い．また，一般的な仕事への意欲が認知能力や ICTリテ

ラシとは無関係であることも示唆された．一方，PC就労

意欲には就労意欲と ICT利用経験が影響を与えているが，

その中でも ICT利用経験が最も強く影響を与えていること

が，パス係数によって示された．また，ICT機器の利用経

験はタスクスイッチングに影響されることも示された．し

たがって，タスクスイッチング機能が低下していない（維

持されている）高齢者は，コンピュータを含めた ICT機器

を利用した仕事への意欲が比較的高い傾向があると解釈で

きよう．逆の見方をすれば，加齢によってタスクスイッチ

ング機能が低下した人は ICT機器の利用経験が少なく，そ

れが ICT機器を用いた仕事を希望する人が増えない原因

となっていると考えられる．

この ICTリテラシとタスクスイッチングの関係から，次

のような状況を想定することができる．タスクスイッチン

グの能力が高い人は，なにかのきっかけで ICT機器を利

用した際にうまく適応することができ，その結果オペレー

ション不安が低くなり，ICT関連知識も増える．逆に，加

齢によりタスクスイッチングの機能が低下した人は，ICT

機器に触れる機会があっても，そこでうまく操作すること

ができず，結果としてオペレーション不安が増大し，ICT

についての知識も増えない．関連して，Tun らの先行研

究 [39]でも同様に，タスクスイッチング機能がコンピュー

タ利用と相関することが報告されている．彼らは相関分析

の結果が因果関係を表しているわけではないと断りつつも，

コンピュータ利用のような心的負荷の高い活動が認知機能

を維持向上させたとする先行研究 [52], [53], [54]を引用し

ながら，コンピュータ利用が認知機能を維持向上させた可

能性に言及している．図 7 においては，認知機能と ICT利

用が一方通行の因果関係として示されているものの，この

考え方を取り入れると，長期的に見たとき認知機能と ICT

利用が因果のループを形成する可能性がある．すなわち，

認知機能が高ければ，ICT機器をうまく使えるようになり，

ICT機器を利用することにより，認知機能がますます高ま

る（あるいは維持される）．逆に，加齢により認知機能が低

下すると，ICT機器を利用しなくなり，ますます認知機能

が低下する．このように因果の流れを 1方向に限定するの

ではなく円環状につなぐ考え方は，たとえばコンピュータ

を介したコミュニケーション（CMC: Computer Mediated

Communication）を利用するようになるプロセスを表した

モデル [55]等にも見出すことができる（図 8）．このモデル

は，モチベーションと知識がスキルに反映され，スキルが

ICT機器を用いたコミュニケーションの様々な局面に影響

した末に，自信や満足といった最終的な結果（Competence

Outcome）に至るというプロセスがボックス・アンド・ア

ローの形式で示されている．注目すべきはこの最終的な結

果を表すボックスから再びモチベーションと知識に矢印が

つながる点である．このように，1度きりではなく長期間

にわたって繰り返し ICT機器を利用する場合には，知識や

モチベーションといった諸原因によって自信や満足を得た

という結果が，将来において知識やモチベーションを向上

させる原因になると考えられる．

認知機能と ICT利用との間にこのような因果のループ

構造を仮定したとき，ICT 利用により認知機能が高まる

（維持される）という正のループが，加齢による認知機能

の低下により，ICT機器が利用し難くなり，その結果，認

知機能がますます低下するという負のループに転換する状

況が想定できる．あるいは，初めて ICT機器を利用した

際にうまく使うことができなかったために，その後，負の

ループに入ってしまうことも考えられる．SEMの結果が，

タスクスイッチング機能が低いほど，ICT機器の利用経験

が乏しいことを示していることを合わせて考えると，タス

クスイッチング機能が低い場合に，この負のループに入っ
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図 8 コンピュータを介したコミュニケーション技術を利用するようになるプロセスを表した

モデル（Spitzberg, 2006）[55]

Fig. 8 A model of computer-mediated communication competence (Spitzberg,

2006) [55].

てしまう可能性が高いと考えられる．

この問題に対し，ICT機器のインタフェースを，タスク

スイッチング機能に負荷をかけないようにデザインし直す

ことで，加齢により認知機能が低下している人でも ICT機

器が利用しやすくなり，負のループに陥ることを防ぐこと

が期待できる．そのような補償デザインの 1つのアイデア

として，作業プロセスのガイド機能があげられる．タスク

スイッチング課題（図 1・右）においては，「数」や「形」と

いったキューが，タスクスイッチの手がかりになっている

が，現状の ICT機器においては，作業の切替え場面におい

て必ずしもこのようなキューに相当する工夫があるとは限

らない．キューがなければ，利用者が状況に合わせて自発

的にタスクスイッチングする必要がある．このような自発

的なタスクスイッチングは，キューのある場合と比べて認

知的負荷が高いことが知られている [56]．実際に，ICT機

器を用いた作業において，タスクスイッチングの低下した

高齢者が，1つの作業が終わった後，次の作業に自発的に

移行するのが困難であったことが報告されている [35]．以

上より，作業の移り変わりを適切にガイドするキューがタ

スクスイッチング機能を補う可能性がある．このようなガ

イド機能の実現には，複雑な作業プロセスを過去の履歴か

ら抽出して自動提示する既存技術 [57]が利用できると考え

られる．これまで，タスクスイッチング機能を補償すると

いう観点からデザインされた ICT機器はほとんどなかっ

たが，こうしたユーザビリティ・デザインを進化させるこ

とにより，高齢者の ICT機器を利用した就労意欲が増加す

ることも期待できる．

一方，個々の ICT機器に着目した先行研究 [40]では，視

覚的注意や作動記憶が個々の機器の使いやすさに独立した

影響を与える様子を報告しているにもかかわらず，本研究

では加齢による視覚的注意および作動記憶の低下と ICT

リテラシとの間に，直接的な関連性は見いだせなかった．

この理由の 1つとして，視覚的注意と作動記憶が基礎的な

役割を担う機能であるのに対して，タスクスイッチングが

より総合的な遂行能力にかかわる機能である点があげられ

る．すなわち，本研究では，ICT機器というカテゴリ全体

に対する認知機能の影響を調べたため，個々の基礎的な機

能による効果は見えなくなり，全体的に影響を与えるタス

クスイッチングが要因としてクローズアップされたと考え

られる．また，別の視点で考察すると，開発者にとって視

覚的注意や作動記憶を補償するデザインは，タスクスイッ

チング機能の補償デザインと比較して，思いつきやすいた

め，現状の ICT機器においてすでにある程度の対策がとら

れている可能性が考えられる．たとえば，視覚的注意や作

動記憶への負荷を軽減させる工夫として「画面レイアウト

を見やすくする」「関連する情報をまとめて掲載する」と

いったことが考えられるが，これらはおそらく ICTが誕生

する以前に，雑誌や新聞の編集においてもなされており，

そうした工夫はインターネットのウェブサイト等にも容易

に適用できたと思われる．

以上の議論から，これまでなされてこなかった加齢によ

るタスクスイッチング機能を補償するインタフェース・デ

ザインが，ICT機器の高齢者対応に大きな効果を生む可能

性が示唆される．このような高齢者対応デザインが浸透す

ることで，高齢者も抵抗なく ICT機器を利用できるように

なり，その結果，ICT機器を利用した仕事に就きやすくな

ると考えられる．

6. おわりに

高齢社会を元気にするための ICTの役割の 1つとして，

本研究は，高齢者の就労支援に注目した．ICT機器を用い

た就労への意欲には，ICTリテラシおよび加齢による認知
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機能の低下がかかわると仮定し，SEMを用いて検証した

結果，高齢者の ICT機器を利用した就労への意欲が，ICT

機器の利用経験によって高まること，および ICT機器の利

用経験が加齢によるタスクスイッチング機能の低下によっ

て損なわれることが示唆された．これらの結果を受けて，

タスクスイッチング機能の低下を補償するような ICTデ

ザインの重要性について議論した．しかし，タスクスイッ

チングを補償する具体的なデザイン手法についてはほとん

ど知られていない．それはインタフェースの改善で実現で

きるかもしれないし，新しい機能や情報アーキテクチャに

かかわる工夫が必要かもしれない．そこで，今後は，タス

クスイッチングの補償デザインについて具体的に検討して

いきたい．
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ビス，ビルの中央管理システム等の使

いやすさにかかわる研究開発に従事．2009年から 2012年

まで東京大学工学研究科の博士課程後期に在籍し，加齢によ

る認知機能の変化を考慮した就労支援をテーマとした研究

に携わる．日本認知科学会，電子情報通信学会，HCD-Net

の各会員．

上田 一貴

2004年広島大学大学院生物圏科学研

究科博士課程後期修了．2005年広島

大学大学院教育学研究科附属心理臨床

教育研究センター助手，2007年東京

大学先端科学技術研究センター特任助

教を経て，2012年東京大学大学院工

学系研究科デザインイノベーション社会連携講座特任講師．

専門は心理生理学，認知心理学．高齢者，感覚障害者のた

めの ICT機器の開発研究に従事．日本心理学会，Society

for Neuroscience，日本生活支援工学会等の各会員．博士

（学術）．

須藤 智

2006年中央大学大学院文学研究科博

士後期課程修了．2007年産業技術総

合研究所特別研究員．2009年目白大

学外国語学科講師．2010年静岡大学

大学教育センター講師，現在に至る．

専門は認知心理学，認知工学，認知科

学．高齢者の認知的加齢とモノの使いやすさのメカニズム

研究，高齢者の制御機能の加齢特性に関する研究に従事．

日本心理学会，日本認知科学会，Psychonomic Society等

の各会員．博士（心理学）．

熊田 孝恒

筑波大学大学院心理学研究科修了．旧

通産省工業技術院製品科学研究所研究

員，生命工学工業技術研究所主任研究

官を経て，現在，産業技術総合研究所

ヒューマンライフテクノロジー研究部

門認知行動システム研究グループ，研

究グループ長．人間の認知機能について，認知心理学，認知

神経科学，人間工学の立場から研究に従事．教育学博士．

伊福部 達 （正会員）

1971年北海道大学大学院修士課程（電

子工学）修了後，1989 年北海道大学

電子科学研究所教授，2002年東京大

学先端科学技術研究センター教授．

北海道大学名誉教授，東京大学名誉教

授．2011年より高齢社会総合研究機

構特任研究員．この間，感覚・コミュニケーション支援の

ための福祉工学の開拓と産業応用の研究に従事．電子情報

通信学会フェロー，VR学会フェロー（現：会長），JST S-

イノベ「高齢社会（略称）」総括代表．著書に『音声タイプ

ライタの設計』（CQ出版，1983），『音の福祉工学』（コロ

ナ社，1997），『福祉工学の挑戦』（中公新書，2004），『ゴジ

ラ音楽と緊急地震速報』（監修，ヤマハMM，2012）等．
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